







中 村 将 成
　目次
　第 1　はじめに








































































































































しなかったため、会社法22条 1 項の制度趣旨に合致する事案であり、会社法22条 1 項類推適用
の構成をとったと考えられる。
　 5．その他の裁判例で注目すべき点






































































































































































M. Nakamura CHUKYO LAWYER
　　　しかし、本判決は、法人格否認の法理の適用を否定し、詐害行為取消権を肯定した上で、原










































































































































は、P 2 店舗を承継して被告Y 1 とは別個の事業体として独立して営業活動をしているのであ

















































（本件会社分割に適用される旧商法においては、同法374条 2 項 5 号、374条の 2第 1項 1号、374









































（ 1） 最一小判昭和29年10月 7 日・民集 8巻10号1795頁、最一小判昭和47年 3 月 2 日・民集26巻 2 号183
頁。
（ 2） 最二小判平成16年 2 月20日・民集58巻 2 号367頁。
（ 3） 最三小判平成20年 6 月10日・裁判所時報1461号225頁。
（ 4） 要件事実を示す際、債権者である原告をX、新設分割会社をA、被告である新設分割設立会社を
Yとする。
（ 5） 大連判明治44年 3 月24日・民録17輯117頁｡
（ 6 ） 大判明治42年 6 月 8 日・民録15輯579頁、最三小判昭和30年10月11日・民集 9巻11号1626頁。
（ 7） 最一小判昭和54年 1 月25日・民集33巻 1 号12頁、最大判昭和36年 7 月19日・民集15巻 7 号1875頁。
（ 8） 福岡地方裁判所平成22年 1 月14日判決。











（14） 大阪地方裁判所平成22年10月 4 日判決は、「旧Yは、被告の株式全部を保有している。また、乙
山は、被告設立時、被告の取締役の地位にあった。以上から、支配の要件を充足する。」と述べ、
あっさりと支配要件を認定している。
（14）
